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●当連結会計年度の事業の状況
　当連結会計年度におけるわが国経済は、前期後半以降の
世界的な景気後退による企業の急激な生産・在庫調整の影
響から企業収益や雇用情勢の悪化、個人消費の低迷、設備
投資の抑制等厳しい経済環境が続きましたが、期後半に入り
中国・アジア市場の回復から一部に持ち直しの動きも見られ
るようになってまいりました。このような状況の中で、当社
グループといたしましては子会社の組織再編や拠点の統廃合
及び役員報酬等のカットなど徹底した経費の圧縮を推し進め
るとともに、少ない案件を確実に受注に結びつけるべく総力
を挙げて努力してまいりました。この結果当連結会計年度の
連結業績は、売上高は456億35百万円（前年同期比13.4％
減）、経常利益は1億50百万円（前年同期比81.8％減）とな
り、当期純損益については減損損失の計上や繰延税金資産の
取り崩しがあり13百万円の当期純損失（前年同期は当期純
利益420百万円）となりました。
　事業の種類別セグメントの状況は次のとおりであります。
■電設資材
　経済対策等の効果により、太陽光発電システムの受注量
は大きく伸長いたしましたが、雇用や所得環境の悪化から
住宅着工戸数が激減したほか、企業の設備投資低迷の影響
から主要顧客の仕事量が大幅に減少し、件名売上・市販売
上ともに低調な推移となりました。こうした中で、子会社
の組織再編や拠点の統合を行ったほか仕入企画部を新設し
仕入コストの低減を図るなどの取り組みを行いましたが、
同業者間の価格競争は益々熾烈化し大変厳しい推移となり
ました。
　これらの結果、売上高は243億99百万円（前年同期比
12.4％減）となりました。
■産業システム
　機器制御は期後半に入ってようやく企業の生産活動が回
復傾向を示しておりますが、年初来からの企業の生産稼働
率の低下と設備投資の抑制が響き売上高は前期に比べ大幅
減となりました。設備システムは、前期からの豊富な受注
残が完工に結びついたほか、電力会社関係への材料販売が

多かったことから前期を大幅に上回る売上となりました。
情報システムはスクールニューディールのPC教室案件が競
争激化により一部で失注するなど低調な推移となったほか、
東京情報機材のPC関連部材販売事業を廃止した影響もあっ
て売上高は前期比大幅減となりました。土木建設機械のコ
マツ栃木㈱は需要の減少傾向が続いており、新車販売台数
が大きく減少し売上高は前期比大幅減となりました。
　これらの結果、売上高は132億2百万円（前年同期比
12.6％減）となりました。
■施工
　建設資材工事は、設備投資が冷え込む中、引き合い件数
が大幅に減少するとともに、受注環境は価格面も含め競争
激化から大変厳しい状況で推移し、売上高は前期を下回り
ました。総合建築については、首都圏における完工高は伸
長しましたが、その他の地域においては引き合い件数減少
の影響から受注件数が減少し売上高は前期比大幅減となり
ました。コンクリート圧送工事については、非住宅着工件
数の大幅な減少から土木関連工事の受注確保で稼働率を高
める対策を講じましたが、売上高は前期比大幅減となりま
した。
　これらの結果、売上高は80億33百万円（前年同期比
17.7％減）となりました。

●企業集団の事業セグメント別売上高 （単位：百万円）
前連結
会計年度

（平成20年4月  1日から平成21年3月31日まで）
当連結
会計年度

（平成21年4月  1日から平成22年3月31日まで）
増減（△）率

電 設 資 材 27,846 24,399 △12.4%

産業システム 15,100 13,202 △12.6%

施 工 9,766 8,033 △17.7%

合 計 52,712 45,635 △13.4%
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　株主のみなさまにおかれましては、ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。
　平素は、格別のご支援を賜り、厚くお礼申し上げます。
　ここに当社第 56 期（平成 21 年 4 月 1 日から平成 22 年 3 月 31 日まで）における事業の概況
につきまして、ご報告いたします。

株主のみなさまへ 業績の推移
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Point
❶特別利益
当期の特別利益の主なものは
　賞与引当金の戻入金 37百万円
❷特別損失
当期の特別損失の主なものは
　減損損失の計上 45百万円
　非連結子会社との合併差損 17百万円
　子会社における早期割増退職金 10百万円

●連結貸借対照表 （単位：百万円）

科　　目 当　　期
（平成22年3月31日現在）

前　　期
（平成21年3月31日現在）

資 産 の 部

流 動 資 産 20,879 22,063

現 金 及 び 預 金 5,523 3,423

受取手形及び売掛金 13,123 15,698

商 品 1,426 1,512

未成工事支出金 547 1,205

原材料及び貯蔵品 1 2

繰 延 税 金 資 産 113 153

そ の 他 223 167

貸 倒 引 当 金 △ 80 △ 100

固 定 資 産 8,328 8,275

有 形 固 定 資 産 5,476 5,442

建物及び構築物 1,629 1,746

機械装置及び運搬具 296 114

工具、器具及び備品 53 78

土 地 3,496 3,503

無 形 固 定 資 産 80 86

そ の 他 80 86

投資その他の資産 2,771 2,746

投 資 有 価 証 券 1,609 1,525

長 期 貸 付 金 20 80

繰 延 税 金 資 産 481 487

そ の 他 796 827

貸 倒 引 当 金 △ 136 △ 173

資 産 合 計 29,207 30,339

●連結損益計算書（要約） （単位：百万円）

科　　目 当　　期
（平成21年4月 1 日から

平成22年3月31日まで）
前　　期

（平成20年4月 1 日から
平成21年3月31日まで）

売 上 高 45,635 52,712
売 上 原 価 39,781 45,710

売 上 総 利 益 5,854 7,002
販売費及び一般管理費 6,035 6,503

営業利益（△は損失） △ 181 499
営 業 外 収 益 416 440
営 業 外 費 用 84 109
経 常 利 益 150 830

❶ 特 別 利 益 37 －
❷ 特 別 損 失 76 37

税金等調整前当期純利益 112 793
法人税、住民税及び事業税 124 372
法人税等調整額 43 5
少数株主損失（△） △ 42 △ 4

当期純利益（△は損失） △ 13 420

●連結キャッシュ・フロー計算書（要約） （単位：百万円）

科　　目 当　　期
（平成21年4月 1 日から
平成22年3月31日まで）

前　　期
（平成20年4月 1 日から
平成21年3月31日まで）

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,111 △ 208
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 9 △ 709
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 32 △ 296
現金及び現金同等物の増減額 2,068 △ 1,214
非連結子会社との合併に伴う
現金及び現金同等物の増加額 31 －

現金及び現金同等物の期首残高 3,423 4,637
現金及び現金同等物の期末残高 5,523 3,423

●連結株主資本等変動計算書
当期（平成21年4月1日から平成22年3月31日まで） （単位：百万円）

株主資本 評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産
合計資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本

合計
その他有価証
券評価差額金

平成21年3月31日残高 1,883 2,065 9,302 △ 153 13,097 20 974 14,093

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △ 77 △ 77 △ 77

　当期純損失（△） △ 13 △ 13 △ 13

　自己株式の取得 △ 0 △ 0 △ 0

　株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額（純額） 142 7 149

連結会計年度中の変動額合計 － － △ 90 △ 0 △ 91 142 7 58

平成22年3月31日残高 1,883 2,065 9,212 △ 153 13,006 163 981 14,152

連結決算のご報告

科　　目 当　　期
（平成22年3月31日現在）

前　　期
（平成21年3月31日現在）

負 債 の 部

流 動 負 債 13,393 14,913

支払手形及び買掛金 9,970 11,344

短 期 借 入 金 2,450 2,400

未 払 法 人 税 等 28 52

賞 与 引 当 金 227 313

役員賞与引当金 2 16

そ の 他 714 786

固 定 負 債 1,662 1,332

繰 延 税 金 負 債 214 77

退職給付引当金 1,063 957

役員退職慰労引当金 256 233

そ の 他 128 64

負 債 合 計 15,055 16,245

純資産の部

株 主 資 本 13,006 13,097

資 本 金 1,883 1,883

資 本 剰 余 金 2,065 2,065

利 益 剰 余 金 9,212 9,302

自 己 株 式 △ 153 △ 153

評価・換算差額等 163 20

その他有価証券評価差額金 163 20

少 数 株 主 持 分 981 974

純 資 産 合 計 14,152 14,093

負 債 純 資 産 合 計 29,207 30,339
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Point
❶売上高
当期の部門別売上高は
　電設資材 18,544百万円（前期比 12.8%減）
　産業システム 10,589百万円（前期比 9.5%減）
　施　工  7,755百万円（前期比 19.0%減）

❷特別利益
当期の特別利益の主なものは
　賞与引当金の戻入益 30百万円
❸特別損失
当期の特別損失の主なものは
　減損損失の計上 25百万円

●貸借対照表 （単位：百万円）

科　　目 当　　期
（平成22年3月31日現在）

前　　期
（平成21年3月31日現在）

資 産 の 部
流 動 資 産 18,158 19,451
現 金 及 び 預 金 4,372 2,279
受 取 手 形 3,332 4,706
売 掛 金 7,606 8,775
リース投資資産 1 －
商 品 1,093 1,092
未成工事支出金 486 1,156
原 材 料 1 0
前 渡 金 － 0
前 払 費 用 15 21
繰 延 税 金 資 産 88 122
短 期 貸 付 金 1,052 1,270
そ の 他 158 86
貸 倒 引 当 金 △ 51 △ 61
固 定 資 産 5,371 5,348
有 形 固 定 資 産 3,282 3,387
建 物 991 1,045
構 築 物 90 109
機 械 及 び 装 置 32 36
車 両 運 搬 具 7 10
工具、器具及び備品 43 62
土 地 2,116 2,123
無 形 固 定 資 産 66 71
ソ フ ト ウ ェ ア 44 54
そ の 他 22 16
投資その他の資産 2,021 1,889
投 資 有 価 証 券 506 419
関 係 会 社 株 式 464 459
出 資 金 5 5
長 期 貸 付 金 20 10
従業員長期貸付金 30 24
破産更生債権等 79 125
長 期 前 払 費 用 17 21
繰 延 税 金 資 産 406 393
差 入 保 証 金 496 490
そ の 他 106 91
貸 倒 引 当 金 △ 110 △ 152
資 産 合 計 23,529 24,799

科　　目 当　　期
（平成22年3月31日現在）

前　　期
（平成21年3月31日現在）

負 債 の 部
流 動 負 債 11,794 13,231
支 払 手 形 1,061 1,255
買 掛 金 7,716 8,594
短 期 借 入 金 1,250 1,300
未 払 金 93 144
未 払 費 用 63 75
未 払 法 人 税 等 22 28
前 受 金 181 248
預 り 金 1,227 1,328
前 受 収 益 3 4
賞 与 引 当 金 174 242
役員賞与引当金 － 9
そ の 他 0 －

固 定 負 債 1,090 956
退職給付引当金 870 758
役員退職慰労引当金 172 158
そ の 他 47 39

負 債 合 計 12,884 14,187
純資産の部
株 主 資 本 10,622 10,636
資 本 金 1,883 1,883
資 本 剰 余 金 2,065 2,065
資 本 準 備 金 2,065 2,065

利 益 剰 余 金 6,827 6,841
利 益 準 備 金 174 174
その他利益剰余金 6,653 6,666
別 途 積 立 金 6,100 5,800
繰越利益剰余金 553 866

自 己 株 式 △ 153 △ 153
評価・換算差額等 21 △ 24
その他有価証券評価差額金 21 △ 24

純 資 産 合 計 10,644 10,611
負 債 純 資 産 合 計 23,529 24,799

●損益計算書（要約） （単位：百万円）

科　　目 当　　期
（平成21年4月 1 日から

平成22年3月31日まで）
前　　期

（平成20年4月 1 日から
平成21年3月31日まで）

❶ 売 上 高 36,889 42,538
売 上 原 価 32,482 37,161
売 上 総 利 益 4,406 5,376
販売費及び一般管理費 4,538 4,944
営業利益（△は損失） △ 131 431
営 業 外 収 益 353 390
営 業 外 費 用 66 87
経 常 利 益 155 734

❷ 特 別 利 益 30 －
❸ 特 別 損 失 27 23
税引前当期純利益 157 711
法人税、住民税及び事業税 104 304
法人税等調整額 △ 10 18

当 期 純 利 益 63 388

●株主資本等変動計算書
当期（平成21年4月1日から平成22年3月31日まで） （単位：百万円）

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計

その他
有価証券
評価
差額金

資本
準備金

利益
準備金

その他利益剰余金
別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成21年3月31日残高 1,883 2,065 174 5,800 866 △ 153 10,636 △ 24 10,611
事業年度中の変動額
　別途積立金の積立 300 △ 300 － －
　剰余金の配当 △ 77 △ 77 △ 77
　当期純利益 63 63 63
　自己株式の取得 △ 0 △ 0 △ 0
　株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額） 46 46
事業年度中の変動額合計 － － － 300 △ 313 △ 0 △ 13 46 32
平成22年3月31日残高 1,883 2,065 174 6,100 553 △ 153 10,622 21 10,644

施工
7,755

（21.0％）

電設資材
18,544

（50.3％）

産業システム
10,589

（28.7％）

（当期売上高構成比）（百万円）

単体決算のご報告



■ホームページアドレス
http://www.fujii.co.jp
当社に関するさまざまな情報がご覧になれます。

■株主メモ
事 業 年 度 4月1日から翌年3月31日まで
定時株主総会 毎年6月に開催
基 準 日 3月31日

その他必要がある場合は、あらかじめ公告いたします。
株主名簿管理人及び
特別口座口座管理機関

〠103-8670　 東京都中央区八重洲一丁目2番1号
みずほ信託銀行株式会社

同事務取扱場所 〠103-8670　 東京都中央区八重洲一丁目2番1号
みずほ信託銀行株式会社
本店証券代行部

特別口座の場合 証券会社に口座をお持ちの場合

郵便物送付先
〠168-8507
東京都杉並区和泉2-8-4
みずほ信託銀行株式会社
証券代行部

お取引の証券会社になります。電話お問い合わせ先 0120-288-324

お 取 扱 店
みずほ信託銀行株式会社
　全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社
　本店および全国各支店

ご 注 意

単元未満株式の買取以外
の株式売買はできません。
電子化前に名義書換を失
念してお手元に他人名義
の株券がある場合には至
急ご連絡ください。

未払配当金の支払、支払
明細発行については、特
別口座の場合と同じ郵便
物送付先・電話お問い合
わせ先・お取扱店をご利
用ください。

公 告 方 法 電子公告（http://www.fujii.co.jp）
ただし、やむを得ない事由によって、電子公告による公告をすること
ができない場合には、日本経済新聞に掲載して行います。

●株式の概要（平成22年3月31日現在）
■発行済株式総数 10,010,000株
■１単元の株式数 100株
■株　　主　　数 709名

●会社概要（平成22年3月31日現在）
■商　　　号 藤井産業株式会社（Fujii Sangyo Corporation）
■本　　　社 〠321-0905 栃木県宇都宮市平出工業団地41番地3

☎028-662-6060（代表）
■U 　R 　L http://www.fujii.co.jp
■設立年月日 昭和30年12月27日
■資　本　金 1,883百万円
■従 業 員 数 530名（契約・パート110名含む）
■役　　　員 （平成22年6月25日現在）

代表取締役社長 藤　井　昌　一
専 務 取 締 役 外　山　英　嗣
専 務 取 締 役 青　木　啓　守
常 務 取 締 役 齋　藤　英　昭
常 務 取 締 役 秋　本　榮　一
取 締 役 阿久津　　　聰
取 締 役 石　下　喜　男
取 締 役 川　上　　　裕
取 締 役 森　山　敏　彦
取 締 役 滝　田　　　敦
取 締 役 関　　　勝　利
常 勤 監 査 役 千　葉　　　修
監 査 役 小　林　國　男
監 査 役 髙　橋　　　晃
監 査 役 竹　澤　一　郎
（注） 監査役髙橋晃氏及び竹澤一郎氏は会社法第2条第16号に

定める社外監査役であります。

会計監査人　有限責任監査法人トーマツ

■グループ会社の概要（平成22年6月1日現在）
コマツ栃木㈱ 資本金：100百万円（出資比率60%）

本社：栃木県宇都宮市　事業所：栃木県 6
関東総合資材㈱ 資本金：50百万円（出資比率100%）

本社：群馬県前橋市　事業所：群馬県 4　埼玉県 1
弘電商事㈱ 資本金：49百万円（出資比率100%）

本社：栃木県宇都宮市　事業所：栃木県 3
藤井通信㈱ 資本金：30百万円（出資比率100%）

本社：栃木県宇都宮市
藤和コンクリート圧送㈱ 資本金：20百万円（出資比率100%）

本社：栃木県宇都宮市
（持分法適用会社）
栃木小松フォークリフト㈱

資本金：30百万円（出資比率32%）
本社：栃木県宇都宮市　事業所：栃木県 6

※ 前期に連結子会社であった㈱イーエムシーは平成21年12月1日付で、連結子会社大島
光電㈱を存続会社とする吸収合併により消滅いたしました。また、合併後の商号を同
日付にて「関東総合資材㈱」に変更しております。

■事　業　所（平成22年6月1日現在）
　支　店：（栃木県）小山支店、足利支店

（茨城県）水戸支店、つくば支店、日立支店
（群馬県）前橋支店、太田支店
（埼玉県）さいたま支店
（東京都）東京支店
（宮城県）東北支店
（愛知県）名古屋支店

　営業所：（栃木県）電材西営業所、栃木営業所、黒磯営業所、大田
原営業所、佐野営業所

（茨城県）古河営業所、下館営業所、下妻営業所、石岡営
業所、水海道営業所、竜ヶ崎営業所

（千葉県）柏営業所

上場株式配当等の支払に関する通知書について
確定申告の際には、同封の配当金計算書をご利用いただけます。株式
数比例配分方式を選択された株主様については、お取引の証券会社に
ご確認ください。




